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る社会扶助を統合して、新たな給付= r失業手当 rrJ を創設し、これを「求職者基礎保障給付」






















本論文は、 3 部構成になっており、まず第 l 部では「労働市場改革と最低生活保障制度」と題し、第





































る。こうした背景により、 2004年 8 月以降は、失業者の多い旧東ドイツ地域を中心に、毎週月曜日に抗





請求権については社会法典第 2 編第 2 章にその基準が定められている。受給資格者の範囲は社会法典第




受ける (SGB 第 2 編第28条参照)。反対に、社会法典第 2 編による現物給付およびサービス給付は、そ
の給付により要扶助世帯の構成員の扶助必要性が解消または減少されるか、就労可能な要扶助者の労働








































(3) 後順位性(①自己能力の活用、②所得と資産の活用、③第三者扶助と資産の活用)、 (4) 個別性の
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論文審査結果の要旨
本論文は、 2005年 1 月にドイツで導入された最低生活保障制度 (1ハルツ NJ) の仕組みと運用を国内
外の先行研究や自らの研究成果を踏まえつつ、制度改革の背景を考察しながら明らかにしようとするも
のである。
本論文は 3 部構成からなり、第 1 部ではドイツ労働市場の低迷のなかで、ハルツ委員会の占める位置を
考究することを通して、労働市場改革と最低生活保障制度の再編成の文脈が明らかにされる。そして新
たに登場した最低生活保障制度が失業扶助と社会扶助の統合化をめざすものであることが指摘される。
こうして論文全体を貫くテーマが開示されるとともに、第 2 部以降への導入が試みられることになる。
第 2 部では、最低生活保障制度の主軸である求職者基礎保障制度に焦点を据えて、その構造的特質が
解明される。まず受給資格者の要件が請求権保有者、労働能力の活用と就労受入可能性等をめぐって、
また諸給付の仕組みが労働適応のための給付と生活費保障給付の二つのカテゴリーに即して明らかにさ
れる。次に所得および資産の算入方式が所得の査定と評価、所得参入時期、資産の活用等をめぐって説
明され、さらに奨励システムと制裁および請求権、管轄・実施者、協力義務と法的救済が制度の根幹に
かかわるものとして述べられる。そして求職者基礎保障制度と社会保障の関係が総括的に論じられる。
第 3 部では、最低生活保障制度のいま一つの柱である、就労能力のない要扶助者を対象とする社会扶
助制度が取り上げられる。ここではそれを基本原則、給付の種類と方法、実施者に即して検討し、畢寛、
ドイツ社会保障制度の基底をなすものとして把握される。同時に、こうした社会扶助制度が「人間の尊
厳にふさわしい生活を送ること」を基本原則としながらも厳しい制約を伴うことが言及される。
最後に、述べられてきた最低生活保障制度がワークフェアの考えとベーシックインカムの趣旨を活か
した画期的な制度再編としてあることが指摘され、日本への援用可能性が強く示唆される。
本論文は、制度発足以降その動向が注目されていた最低生活保障制度全般について体系的に論じたも
のである。こうした制度の仕組みと運用の実際を詳細に論じたものは、先行研究では存在しない。
また、本論文によって示された知見が、生活保護における就労可能な要扶助者にたいする「自立支援
プログラム」においてさまざまな課題に直面しているわが国の現状にたいして創建的な役割を果たすこ
とが期待される。
よって、本論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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